
福岡県司法書⼠会 空家等対策委員会
司法書⼠ 森部 修道

九州地区
所有者不明⼟地連携協議会
福岡地区 講習会
〜⼟地所有者等の探索について〜
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本⽇お話しする内容
・ ⼟地所有者等の探索⽅法
・ 登記簿、⼾籍等書類の⾒⽅
・ 相関図等の⾒⽅（作成⽅法）
・ 不在者財産管理制度、相続財産管理制度
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１．定義（ガイドライン）

「所有者の所在の把握が難しい⼟地」
不動産登記簿等の所有者台帳により、所有者が直ちに判明しない、⼜は判明
しても所有者に連絡がつかない⼟地

・ 所有者の探索を⾏う者の利⽤できる台帳が更新されていない、台帳間の情報が異なるなどの理由に
より、所有者（登記名義⼈が死亡している場合は、その相続⼈も含む。以下同じ。）の特定を直ちに
⾏うことが難しい⼟地

・ 所有者を特定できたとしても、転出先・転居先が追えないなどの理由により、その所在が不明である⼟地
・ 登記名義⼈が死亡しており、その相続⼈を特定できたとしても、相続⼈が多数となっている⼟地
・ 所有者の探索を⾏う者の利⽤できる台帳に、全ての共有者が記載されていない共有地
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２．不動産登記簿（登記事項証明書）
① 表題部
所在、地番、地⽬（⼟地の現況）、地積（⼟地の⾯積）など、不動
産の物理的概要が記録される。

② 権利部（甲区）
所有者の住所・⽒名・取得年⽉⽇・所有権の取得原因（売買、相続
など）など、所有権に関する事項が記録され、過去から現在に⾄るまでの
所有者が分かる。所有権が移転している場合、その原因（売買・相続な
ど）や、所有者の住所と⽒名が記載される。

③ 権利部（⼄区）
抵当権設定・地上権設定など所有権以外の権利に関する事項が記録
される。

④ 共同担保⽬録
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３．⼾籍の⾒⽅
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３－１ ． 法定相続⼈の特定
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３－２ ． 法定相続 順位

１

２

３
配偶者
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３－３ ． 相関図（相続関係説明図）
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４．⼟地所有者等の探索

登記簿

固定資産税
住民票・除票

戸籍

近隣聞取り

その他機関の
保有情報（※）

住民票・除票

戸籍住民票・除票

戸籍

固定資産税 戸籍

固定資産税 その他機関の
保有情報（※）

戸籍 住民票・除票
固定資産税 その他機関の

保有情報（※）

固定資産税

第１順位 第２順位 第３順位 第４順位 第５順位

固定資産税

（※）インフラ事業者・裁判所等
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４－１．⼟地所有者等の探索⼿順
① 登記事項証明書の取得
→ 所有者の住所⽒名を確認。

→ ・相続未登記、・住所移転、・表題部のみ登記、・共有など

② 住⺠票の写し、⼾籍謄本等の取得
→ 得られた情報を元に、住⺠票の写し、⼾籍謄本を取得。

→ ・該当なし、・廃棄、・転籍、・相続発⽣（法定相続⼈が判明しても相続放棄の可能性あり ）

③ 聞取りなど
→ 現地調査。近隣住⺠（特に苗字が同じ等）、⺠⽣委員、郵便局、寺など

④ 財産管理制度の検討（不在者財産管理⼈・相続財産管理⼈）
→ 所有者・相続⼈に代わり、⼿続きの相⼿⽅となる。
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４－２．相続放棄の照会

14



４－３．固定資産税情報の取得
原則．地⽅税法 第２２条 （秘密漏えいに関する罪）
地⽅税に関する調査（不服申⽴てに係る事件の審理のための調査及び地⽅税の犯則事件の調査を含

む。）若しくは租税条約等の実施に伴う所得税法、法⼈税法及び地⽅税法の特例等に関する法律（昭和四
⼗四年法律第四⼗六号）の規定に基づいて⾏う情報の提供のための調査に関する事務⼜は地⽅税の徴収に
関する事務に従事している者⼜は従事していた者は、これらの事務に関して知り得た秘密を漏らし、⼜は窃⽤した
場合においては、⼆年以下の懲役⼜は百万円以下の罰⾦に処する。

→ 「納税通知書送付先の住所」や「納税管理⼈の情報」は守秘義務の対象となる。

例外．所有者不明⼟地の利⽤の円滑化等に関する特別措置法 第３９条
（ 所有者不明⼟地法 ）
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⼟地等権利者関連情報の利⽤及び提供について
所有者不明⼟地の利⽤の円滑化等に関する特別措置法 第３９条
① 固定資産課税台帳に記録されている情報
② 地籍調査票に記録されている情報
③ 農地台帳に記録されている情報
④ 林地台帳に記録されている情報
について、地域福利増進事業等を実施しようとする者（地域福利増進事業、収⽤適格事業、
都市計画事業）からの求めに応じ提供（内部利⽤及び提供）

参照．「所有者不明⼟地の利⽤の円滑化等に関する特別措置法の施⾏について」

（国⼟企第３７号・平成３０年１１⽉１５⽇ 国⼟交通省⼟地・建設産業局企画課⻑から各都道府県
所有者不明⼟地法担当部局⻑あて）
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５－１．不在者財産管理制度
「不在者」の定義
従来の住所や居所を去って容易に帰ってくる⾒込みのない者。（⽣死不明を含む）

不在者財産管理制度は、不在者の権利を保護する制度（×︓利害関係⼈の利益のため）

→ 保存⾏為、利⽤・改良⾏為に限られる。

管理開始の要件
① 不在者⾃⾝において、財産を管理することができないこと
② 利害関係⼈⼜は検察官からの申⽴があること
③ 管理すべき財産が存在すること
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申し⽴て先
不在者の従来の住所地⼜は居所地を管轄する家庭裁判所に申⽴を⾏う。
→ いずれも不明なら「財産の所在地」（または「東京家庭裁判所」） ※ 移送も検討

申し⽴て権者
利害関係⼈及び検察官
例．① 不在者とともに共同相続⼈になっている者

② 不在者の債権者、担保権者
③ 境界確定を求める隣地所有者
④ 不在者の財産を買収しようとする国、地⽅公共団体

18



国の⾏政機関の⻑⼜は地⽅公共団体の⻑は、所有者不明⼟地につき、その適切な管理の
ため特に必要があると認めるときは、家庭裁判所に対し、⺠法第⼆⼗五条第⼀項の規定によ
る命令（注．不在者の財産管理について必要な命令）⼜は同法第九百五⼗⼆条第⼀項
の規定による相続財産の管理⼈の選任の請求をすることができる。

参考）失踪宣告

所有者不明⼟地法 第３８条

意義
不在者の⽣死不明が永続した場合に、⼀応その者の死亡を擬制して、法律関係を確定する制度。死亡みなし。
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５－２．相続財産管理制度
意義
被相続⼈が死亡して相続⼈がいない場合に、相続財産を管理する者を選任する。

相続財産管理制度は、相続財産を管理・清算するための制度
→ ⼀定⼿続を経て、最終的な残余財産は国庫帰属させる。

管理開始の要件
① 相続の開始及び相続⼈のあることが明らかでないこと
② 利害関係⼈⼜は検察官からの申⽴があること
③ 管理すべき財産が存在すること
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申し⽴て先
相続開始地を管轄する家庭裁判所に申⽴を⾏う。
→ 不明なら「財産の所在地」（または「東京家庭裁判所」） ※ 移送も検討

申し⽴て権者
利害関係⼈及び検察官
例．① 特別縁故者

② 相続債権者、相続財産上の担保権者
③ 事務管理者
④ 不在者の財産を買収しようとする国、地⽅公共団体
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５－３．財産管理制度利⽤にあたって検討すべき事項

① 必要性の検討
空き家解体後の⼟地の管理の視点。売却可能性など。

② 予納⾦
財産管理⼈の選任審判申⽴に際し、予納⾦が必要となるため予算措置が必要。

③ 期間
特に相続財産管理⼈は⻑期にわたる事務を⾏う。国庫帰属までは最短でも１３カ⽉。

④ 財産管理⼈候補者の選定
候補者の記載。財産管理⼈名簿の活⽤を。
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参考．相続財産を国庫に帰属させるまでの流れ
①選任申⽴

②選任公告

③相続債権者等に対
する請求申出の公告・
催告

④相続⼈捜索の公告

⑤特別縁故者に対す
る財産分与の申⽴

⑥国庫引継⼿続

管理終了

官報掲載⽇から２ヶ⽉の経過が必要

官報掲載⽇から２ヶ⽉の経過が必要

官報掲載⽇から６ヶ⽉の経過が必要 相続⼈不存在確定

相続⼈不存在が確定してから３ヶ⽉以内の申し出が必要
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